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1――はじめに 

 

総務省の住民基本台帳人口移動報告によると、今年 5月、東京都は外国人を含めて 720人の転入超過と

なった。転入超過は 5 か月連続である。新型コロナウイルスの感染拡大以降、従来から一転して転出超過と

なった時期もあり、東京一極集中が緩和するかという見方もあったが、今年に入ってからは緩和の動きが鈍り、

寧ろ、集中の方向に逆戻りしてきたようにも見える。これまでの東京都からの転出先を見ても、多いのは近隣

県で(1)、地方移住には結び付いていない。一方で、各種の調査によると、コロナ禍以降、地方や郊外への移

住に対する関心は引き上がったままである。コロナ禍で起きたライフスタイルやビジネススタイルの変容によっ

て、住まいに対する意識が変化した層がいることは確かだが、その多くは、実際の移住には結びついていな

い。そういった人たちは、今後、希望の条件さえ揃えば、移住に向けて一歩踏み出す可能性もある。 

 そこで本稿では、地方や郊外への移住に関心を持っている人たちが、どういった暮らしを希望しているのか

を検討する。そのため、ニッセイ基礎研究所が今年 3月に行ったインターネット調査「第 8回 新型コロナ

による暮らしの変化に関する調査」の結果を用いて(2)、移住希望者の属性や、コロナ禍以降、どのようなライフ

スタイルやビジネススタイルの変化、また意識の変化があった人たちなのかについて、見ていきたい。 

 

2――東京都の人口移動の傾向 

 

まず、コロナ禍前後の東京都の人口移動について確認したい。住民基本台帳人口移動報告によると、今

年 5 月、東京都内へ他道府県から転入した人は、外国人を含めて 32,851 人、転出者は 32,131 人で、720

人の転入超過だった。 

しかし、人口移動は、転勤や進学に伴う３～４月がボリュームが大きいなど、時期によって異なる

 
(1) 総務省「住民基本台帳人口移動報告」によると、2021 年、東京都からの転出先で多かったトップ３は神奈川、埼玉、千

葉の３県。 

(2) 全国の 20～74 歳の男女 2,584 人を対象に実施。 
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ため、中期的な傾向を確認するために、過去５年の月ごとの転入超過数（外国人を含む）を図表１に

示した。 

これを見ると、コロナ前の 2017年度（青色）、2018年度（オレンジ色）、2019年度（グレー）は、

折れ線グラフがほぼ重なっており、同じような動きをしていることが分かる。時期によって差はある

が、転入超過数はプラス圏内を推移しており、東京一極集中が続いていたことが分かる。 

ところが、コロナ禍に入った 2020年度（黄色）と 2021年度（水色）は、折れ線グラフが下方に移

動し、年度半ばはマイナス圏を推移している。転出超過に転じた時期である。その後、2021年度（水

色）は１月以降、プラス圏まで持ち上がり、2022年度（緑色）も、今のところ、プラス圏で推移している。

ただし、コロナ前の折れ線の位置と比べると、まだ下方にあり、今後、転入超過のボリュームが元の

水準まで戻るとは限らない。 

 

図表１ 東京都の過去５年間にわたる月ごと転入超過数の推移（単位：人） 

 

（資料）総務省「住民基本台帳人口移動報告」より筆者作成 

 

3――地方や郊外への移住意向 

 

次に、地方移住への関心についてみていきたい。内閣府の調査によると、東京圏在住で地方移住に

対して「強い関心がある」と「関心がある」、「やや関心がある」と回答した人の合計は、コロナ禍前

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

2017年度 12,524 3,541 1,594 1,757 2,651 2,339 1,147 935 786 3,369 3,260 39,703

2018年度 13,562 4,460 1,717 1,667 3,282 3,121 2,433 1,741 1,529 3,763 4,271 39,556

2019年度 13,073 4,481 3,175 1,199 3,648 3,362 2,657 2,254 1,543 3,286 4,578 40,199

2020年度 4,532 -1,069 1,669 -2,522 -4,514 -3,638 -2,715 -4,033 -4,648 -1,490 -1,838 27,803

2021年度 2,348 -661 -583 -2,964 -3,363 -3,533 -3,262 -3,254 -3,770 491 624 33,171
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の 2019年 12月には 25.1%だったが、コロナ禍に入った 2020年 5月には 30％を超え、最新の 2021年

9－10月時点でも 34％を維持している（図表２）。この傾向は、特に 20歳代で多い（データは省略）。 

地方移住に関心がある理由は「人口密度が低く自然豊かな環境に魅力を感じたため」「テレワークに

よって地方でも同様に働けると感じたため」「感染症と関係ない理由」「ライフスタイルを都市部での

仕事重視から、地方での生活重視に変えたいため」の順で多い。 

  

図表２ 東京圏在住者のうち地方移住に関心がある人の割合（単位：％） 

 

（資料）内閣府「第４回新型コロナウイルス感染症の影響下における 

生活意識・行動の変化に関する調査」より抜粋 

 

また、ニッセイ基礎研究所が今年 3月、全国の居住者を対象に行った調査では、「在宅勤務を利用し

たり、転職したりして、郊外や地方に居住したい」との設問に対し、「そう思う」と回答したのは 5.4%、

「ややそう思う」は 15.9%であり、合わせて約２割の人が、地方・郊外移住への希望を持っていた（有

効回答 1,716）。 

  

4――地方や郊外への移住希望者の特徴 

 

１｜コロナ禍による暮らしや意識の変化と移住希望とのクロス分析 

次に、移住意向を持っているのがどんな人か、どんな暮らしを希望しているのかを探るため、３で

も述べたニッセイ基礎研究所の調査を用いて、「在宅勤務を利用したり、転職したりして、郊外や地方

に居住したい」との設問と、本調査で設けている暮らしや働き方、消費行動の変化、意識などに関す

る様々な設問とのクロス分析を行った。主な結果は図表３（６－８ページ）の通りである。以下、図

表の記載に沿って説明する。 

まず回答者の基本属性と移住希望との関連を見ると、性別による移住希望の違いは見られなかった。

次に年代による移住希望の違いを見ると、20 歳代の「そう思う」、30 歳代の「ややそう思う」が全体

を 5 ポイント以上、上回る一方、70 歳代では「あまりそう思わない」と「そう思わない」がいずれも

全体を 5 ポイント以上、上回るなど、概して、年代が若い方が移住希望が強いことが分かった。これ
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は、内閣府の調査とも矛盾しない結果である。 

次に、居住エリアによる移住希望の違いを見ると、いずれの地方でもまんべんなく移住希望が見ら

れた。従来、東京一極集中への注目から、東京圏や東京 23 区の在住者の動向に注目が集まりがちであ

るが、各地方でも、都市部から郊外部へと移住したい人がいることが分かった。 

職業別では、専業主婦・主夫の「そう思う」と「ややそう思う」、会社員（事務系）の「ややそう思

う」が全体を 5 ポイント以上、上回っていた。本調査における別の設問「コロナ前と比べて在宅勤務

が増えたか」の回答結果を職業別に見ると、会社員（事務系）では、「増えた」と「やや増えた」の合

計が 35.7%と、全体平均（18.9%）を大きく上回っており、在宅勤務のしやすさが移住希望に影響し

ていると考えられる。世帯年収別では、大きな差は見られなかった。 

次に、回答者のライフステージ別では、子どもの成長段階と、移住希望との関連が見られた。まず

「第一子誕生」の「そう思う」、「第一子小学校入学」の「ややそう思う」が全体を 5 ポイント以上、

上回っていた。従来から言われるように、子どもの誕生や成長を機に、のびのびした子育て環境や広

い住まいを求めて、移住を希望していると思われる。また、「第一子高校入学」と「第一子大学入学」

の回答者も、「ややそう思う」が全体を上回った。上述したこととは逆に、子どもの独立が間近になっ

てきて、夫婦だけでより快適な住環境、あるいは、より小さくて費用が安い住宅を求めている可能性

がある。 

次に、コロナ禍で生じたライフスタイルやビジネススタイルの変化が、移住希望と関連するかどう

かをみていきたい。まず、買い物との関係では、コロナ前（2020 年 1 月頃）に比べて、ネットショッ

ピングの利用が「増加」したグループは、移住希望について「そう思う」が全体を 5 ポイント以上上

回った。同様に、ネットショッピングの利用が「やや増加」したグループも、移住希望について「や

やそう思う」の回答率が高かった。大きな百貨店や、お気に入りの店舗等が近くになくても、インタ

ーネットでいつでもどこでも欲しい商品を注文できたという経験により、居住地域へのこだわりが薄

れていると考えられる。 

移動手段については、コロナ前に比べて自家用車の利用が「増加」「やや増加」と回答したグループ

が、移住希望について「そう思う」や「ややそう思う」の回答率が高かった。同様に、自転車の利用

についても「増加」「やや増加」したグループで、移住希望の「そう思う」や「ややそう思う」の回答

率が高かった。「密」を避けて公共交通からマイカーや自転車移動に切り替えた人、つまり、感染リス

ク低減のために「疎」を求める人が、移住希望が強いと考えられる。 

次に、家族生活の変化と、移住希望との関わりについてみていきたい。コロナ前に比べて、家族と

過ごす時間が「増加」「やや増加」したグループは、移住についても「そう思う」や「ややそう思う」

と回答した割合が高く、せっかく増えた家族との時間を、ゆったり快適に暮らしたいという住まいへ

の意識の変化が、移住希望につながっている可能性がある。 

逆に、コロナ禍以降、「一人で過ごす時間」が「増加」、「やや増加」と回答したグループも、移住希

望についてそれぞれ「そう思う」「ややそう思う」との回答率が高かった。つまり、上述したこととは

逆に、コロナ禍になって一人で過ごす時間が増えたことで、より自分の好きなことをしたい、もっと

趣味を楽しみたいという意識が高まった人が、それにふさわしい住環境を求めている可能性がある。 

家庭生活の変化に対して、「家族と一緒に過ごす時間が増えることで、ストレスが溜まる」ことや、
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「家族と一緒に過ごす時間が増えることで、一人の時間が減る」ことを「非常に不安」「やや不安」と

回答したグループが、移住希望について「そう思う」「ややそう思う」の回答率が高かったことからも、

「移住して一人で好きなことを実現したい」という意識が生じていると見ることができるだろう。 

次に、ワークスタイルとの関連では、在宅勤務が「増加」「やや増加」としたグループが、移住希望

が全体より高く、「会社に通わなくても仕事ができる」という経験が、移住への関心を高めていると考

えられる。 

最後に、家計との関連についてみていきたい。コロナ禍に入って「勤務先の業績悪化による雇用の

不安定化や収入減少」を「非常に不安」「やや不安」と回答しているグループ、「自分や家族の収入減

少」を「やや不安」と感じているグループは、移住希望が全体よりも高かった。コロナ禍で雇用条件

が悪化したり、収入が減ったりすることを不安に感じている人が、より住宅費や物価の安い郊外や地

方への移住を希望していると考えられる。 

 

２｜クロス分析結果の考察 

以上のように、コロナ禍における地方・郊外への移住希望は、これまで注目されてきた「三密回避」

やテレワーク導入の影響だけではなく、コロナ禍による様々な暮らしの変化や意識と関連しているこ

とが、クロス分析の結果から分かった。 

１｜の結果を整理すると、まずエリア別では、全国的に、都市部から地方や郊外部への移住に関心

を持っている人がいることが分かった。家計不安と移住希望にも関連が見られたことと総合すると、

全国どの地域に住んでいる人でも、住宅費を抑えるために、郊外物件を探している可能性がある。 

また、家族との関連では、これまでは、「子育て機能の高い住まい」への住み替えに注目されがちで

あったが、逆に、子どもの独立を控えた人の「子育て機能を外した住まい」への住み替えのニーズも

あることが示唆された。さらに、コロナ禍で家族との時間が増えたことで、「家族でゆったり過ごせる

住まい」も注目されがちであったが、逆に、コロナ禍で自分の時間が増えたことで、「自分の好きなこ

とを楽しめる」住環境へのニーズもあることが伺えた。農業や園芸、海や山などのアウトドア、DIY、

音楽など、様々な趣味活動に適した住環境が考えられる。 

ライフスタイルやビジネススタイルとの関連では、従来から指摘されてきたように、オンラインを

活用した消費や働き方が増えた人や、感染リスク低減のために密集を避けようとする人が、移住への

関心を強めていることが分かった。 

さらに、繰り返しになるが、家計不安との関連も重大な点であろう。本稿で用いたニッセイ基礎研

究所の調査によると、コロナ禍になって、「自分や家族の収入減少」や「自分や家族が仕事を失う」こ

とを「非常に不安」または「やや不安」と感じている人は半数近くに達している(3)。コロナがもたらし

た大きな負の影響である。これらの家計不安が、地方・郊外移住希望につながっている可能性がある。  

東京都心では不動産価格がバブル期並みに高騰しているが、地方都市でも中心部のマンション価格

が上昇しているエリアがあり、住宅費や物価の安さを求めて地方や郊外への移住を希望している層が

いると考えられる。今後、物価高が進めば、この傾向がさらに強まる可能性がある。 

 
(3) ニッセイ基礎研究所（2022）「『第 8 回 新型コロナによる暮らしの変化に関する調査』調査結果概要」 

https://www.nli-research.co.jp/report/detail/id=70917?site=nli
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図表３ 属性やコロナ禍による暮らしの変化と地方・郊外移住希望との関連 

 

そう思う ややそう思うどちらとも言えないあまりそう思わないそう思わない

5.4% 15.9% 42.4% 18.0% 18.4%

男性（N=1,025) 4.30% 15.70% 45.70% 17.30% 17.10%

女性（N=691） 6.90% 16.20% 37.50% 19.10% 20.30%

20歳代（N=228) 13.60% 12.30% 42.50% 15.80% 15.80%

30歳代（N=311) 5.50% 20.90% 38.90% 17.00% 17.70%

40歳代（N=432) 4.60% 16.00% 43.10% 17.60% 18.80%

50歳代（N=383) 3.70% 16.40% 44.40% 16.40% 19.10%

60歳代（N=328) 2.70% 13.40% 43.60% 21.60% 18.60%

70歳代（N=34) 2.90% 11.80% 29.40% 29.40% 26.50%

北海道（N=77) 9.1% 6.5% 50.6% 15.6% 18.2%

東北地方（N=93) 6.5% 15.1% 49.5% 11.8% 17.2%

関東地方（N=671) 5.8% 16.7% 41.6% 16.5% 19.4%

中部地方（N=301) 5.0% 16.9% 38.5% 22.3% 17.3%

近畿地方（N=312) 3.8% 13.5% 42.9% 21.8% 17.9%

中国地方（N=89) 5.6% 18.0% 41.6% 15.7% 19.1%

四国地方（N=43) 7.0% 14.0% 41.9% 16.3% 20.9%

九州地方（N=130) 3.8% 20.8% 44.6% 14.6% 16.2%

公務員（N=87) 4.6% 18.4% 41.4% 20.7% 14.9%

経営者・役員（N=41) 0.0% 0.0% 56.1% 24.4% 19.5%

会社員（事務系、N=345) 5.8% 22.0% 35.1% 18.0% 19.1%

会社員（技術系、N=268) 4.1% 17.5% 44.8% 15.7% 17.9%

会社員（その他、N=338) 6.2% 13.3% 42.0% 20.1% 18.3%

自営業（N=134) 3.7% 8.2% 49.3% 16.4% 22.4%

自由業（N=67) 6.0% 19.4% 34.3% 23.9% 16.4%

専業主婦・主夫（N=45) 11.1% 24.4% 46.7% 6.7% 11.1%

パート・アルバイト（N=325) 5.8% 13.5% 43.7% 18.2% 18.8%

その他（N=48) 0.0% 14.6% 52.1% 12.5% 20.8%

無職（N=18) 16.7% 16.7% 44.4% 16.7% 5.6%

200万円未満（N=98) 5.1% 8.2% 54.1% 19.4% 13.3%

200～400万円(N=300) 5.7% 15.0% 38.0% 19.0% 22.3%

400～600万円(N=357) 4.5% 19.6% 43.4% 18.2% 14.3%

600～800万円(N=277) 5.8% 14.1% 43.7% 17.0% 19.5%

800～1000万円(N=181) 6.1% 19.9% 39.2% 19.9% 14.9%

1000～1200万円(N=74) 6.8% 13.5% 41.9% 18.9% 18.9%

1200～1500万円(N=56) 3.6% 14.3% 37.5% 21.4% 23.2%

1500～2000万円(N=27) 14.8% 11.1% 37.0% 11.1% 25.9%

2000万円以上(N=17) 0.0% 23.5% 35.3% 17.6% 23.5%

わからない(N=188) 5.3% 15.4% 46.3% 15.4% 17.6%

独身(N=643) 5.4% 13.7% 43.2% 18.4% 19.3%

結婚(N=210) 9.0% 14.3% 49.0% 13.3% 14.3%

第一子誕生（N=120) 12.5% 20.0% 37.5% 13.3% 16.7%

第一子小学校入学(N=107) 2.8% 24.3% 42.1% 8.4% 22.4%

第一子中学校入学(N=55) 9.1% 12.7% 40.0% 16.4% 21.8%

第一子高校入学(N=51) 2.0% 21.6% 47.1% 15.7% 13.7%

第一子大学入学(N=74) 4.1% 21.6% 40.5% 23.0% 10.8%

第一子独立(N=130) 3.1% 12.3% 38.5% 26.9% 19.2%

末子独立（結婚・就職、N=137) 2.9% 17.5% 42.3% 18.2% 19.0%

孫誕生(N=189) 1.6% 16.4% 38.1% 23.3% 20.6%

年代別

 「在宅勤務を利用したり、転職したりして、郊外や地方に居住したい」への意向

全体（N=1,716）

基本属性

性別

居住エリア

職業

世帯年収

家族構成

ライフステージ
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そう思う ややそう思うどちらとも言えないあまりそう思わないそう思わない

増加（N=167） 12.0% 16.8% 34.7% 18.0% 18.6%

やや増加（N=493) 5.3% 21.9% 38.9% 19.5% 14.4%

変わらない（N=849) 3.9% 13.9% 45.7% 16.4% 20.1%

やや減少（N=52) 1.9% 11.5% 50.0% 23.1% 13.5%

減少（N=35) 8.6% 17.1% 37.1% 25.7% 11.4%

利用していない（N=122) 7.4% 5.7% 42.6% 18.9% 25.4%

増加（N=171） 11.1% 21.1% 32.7% 15.2% 19.9%

やや増加（N=240) 5.4% 26.7% 36.7% 15.4% 15.8%

変わらない（N=809) 4.2% 12.5% 45.4% 18.9% 19.0%

やや減少（N=98) 2.0% 15.3% 42.9% 24.5% 15.3%

減少（N=56) 8.9% 16.1% 46.4% 12.5% 16.1%

利用していない（N=342) 5.6% 14.0% 43.3% 18.1% 19.0%

増加（N=64） 14.1% 25.0% 26.6% 9.4% 25.0%

やや増加（N=141) 7.1% 22.7% 39.0% 17.7% 13.5%

変わらない（N=592) 4.2% 16.7% 45.8% 16.0% 17.2%

やや減少（N=64) 3.1% 12.5% 37.5% 34.4% 12.5%

減少（N=54) 5.6% 14.8% 44.4% 22.2% 13.0%

利用していない（N=801) 5.4% 13.7% 41.9% 18.6% 20.3%

増加（N=175） 15.4% 21.1% 25.1% 17.1% 21.1%

やや増加（N=394) 5.8% 21.1% 40.9% 17.0% 15.2%

変わらない（N=865) 3.7% 13.1% 47.1% 17.3% 18.8%

やや減少（N=91) 6.6% 14.3% 45.1% 20.9% 13.2%

減少（N=67) 0.0% 22.4% 32.8% 20.9% 23.9%

該当しない（N=124) 3.2% 9.7% 41.9% 23.4% 21.8%

増加（N=189） 12.2% 20.6% 27.5% 19.6% 20.1%

やや増加（N=327) 4.3% 22.6% 39.4% 16.2% 17.4%

変わらない（N=952) 4.3% 12.1% 47.5% 17.5% 18.6%

やや減少（N=140) 5.7% 25.0% 37.9% 20.7% 10.7%

減少（N=78) 6.4% 11.5% 37.2% 16.7% 28.2%

該当しない（N=30) 3.3% 3.3% 40.0% 33.3% 20.0%

非常に不安（N=121） 9.1% 23.1% 28.1% 14.9% 24.8%

やや不安（N=310) 6.5% 24.5% 37.4% 18.7% 12.9%

どちらとも言えない（N=551) 4.4% 10.5% 59.3% 13.4% 12.3%

あまり不安ではない（N=362) 3.9% 15.5% 36.7% 26.8% 17.1%

不安ではない（N=223) 6.7% 15.2% 29.6% 16.6% 31.8%

該当しない（N=149) 5.4% 14.1% 34.2% 16.8% 29.5%

非常に不安（N=101） 12.9% 25.7% 23.8% 10.9% 26.7%

やや不安（N=267) 5.2% 25.5% 37.5% 18.7% 13.1%

どちらとも言えない（N=603) 4.0% 12.4% 57.7% 14.1% 11.8%

あまり不安ではない（N=393) 5.1% 15.8% 36.1% 26.0% 17.0%

不安ではない（N=196) 6.6% 10.7% 29.6% 16.8% 36.2%

該当しない（N=156) 5.1% 13.5% 35.3% 17.9% 28.2%

コロナ禍における家庭生活等の変化

 「在宅勤務を利用したり、転職したりして、郊外や地方に居住したい」への意向

コロナ禍におけるライフスタイルの変化

ネットショッピ

ングの利用

自家用車の利用

自転車の利用

家族と過ごす時

間の増減

一人で過ごす時

間の増減

コロナ禍における家庭生活等の変化に対する不安

家族と一緒に過

ごす時間が増え

ることで、スト

レスが溜まる

家族と一緒に過

ごす時間が増え

ることで、一人

の時間が減る
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（脚注）「全体」の数値よりも５％ポイント以上高い値を、斜体太字で表記した。網掛けはＮが小さいため参考数値。 

（資料）ニッセイ基礎研究所「第8回 新型コロナによる暮らしの変化に関する調査」より筆者作成。 

 

5――終わりに 

 

 コロナ禍に入って、地方から期待されてきた東京一極集中の緩和や、地方移住は進んでいないとい

う指摘が多くされている。データ上は、それは事実である。その一方で、地方・郊外移住への関心が

高まり、その水準を維持していることも事実である。つまり、コロナ禍で、住まいや暮らし方に関す

る人々の意識と行動にはギャップが生じていると言える。従って、移住希望の本音を読み解き、各地

域のステークホルダーが、本当のニーズに応える取組ができれば、行動に移す人が増え、ギャップが

縮小していく可能性がある。 

 そういう意味で、本稿のクロス分析により、地方・郊外移住希望について、従来から指摘されてき

た「自然が豊か」「人が密集していない」などの要素だけではなく、多様な意識を拾い上げ、「子育て

機能を外した住宅」、「自分の趣味に没頭できる住環境」、「費用を抑えた住環境」などへの示唆を得ら

れたことは、意義があると思われる。 

 コロナ禍で、地方・郊外移住希望者が増えていることは大きな変化であり、それを地方活性化に結

び付ける余地はまだ残されているだろう。ただし、「費用を抑えた住環境」が目的の移住希望者につい

ては、現状で東京都から近隣県に転出する人が多いように、各エリア内で郊外部に移住すれば事足り

る。全国的な地方への分散につなげるためには、各地域が魅力を高める取組を続けることと、国が地

方創生の取組を拡充することが必要ではないだろうか。 

そう思う ややそう思うどちらとも言えないあまりそう思わないそう思わない

増加（N=167） 11.4% 22.2% 33.5% 19.2% 13.8%

やや増加（N=158) 8.2% 25.9% 38.0% 16.5% 11.4%

変わらない（N=269) 4.8% 13.0% 52.0% 20.4% 9.7%

やや減少（N=52) 1.9% 13.5% 55.8% 17.3% 11.5%

減少（N=11) 0.0% 9.1% 18.2% 36.4% 36.4%

利用していない（N=1,059) 4.3% 14.4% 41.5% 17.3% 22.5%

非常に不安（N=240） 10.4% 14.6% 36.7% 12.1% 26.3%

やや不安（N=502) 5.2% 22.1% 39.0% 17.3% 16.3%

どちらとも言えない（N=558) 4.1% 13.1% 52.9% 16.3% 13.6%

あまり不安ではない（N=264) 4.2% 14.8% 34.1% 28.0% 18.9%

不安ではない（N=90) 3.3% 8.9% 33.3% 20.0% 34.4%

該当しない（N=62) 6.5% 11.3% 45.2% 16.1% 21.0%

非常に不安（N=279） 9.3% 15.8% 38.4% 11.5% 25.1%

やや不安（N=524) 5.3% 21.6% 36.3% 20.2% 16.6%

どちらとも言えない（N=501) 3.2% 13.0% 57.5% 14.6% 11.8%

あまり不安ではない（N=263) 5.3% 12.5% 33.5% 26.6% 22.1%

不安ではない（N=112) 5.4% 10.7% 36.6% 17.0% 30.4%

該当しない（N=37) 5.4% 16.2% 35.1% 24.3% 18.9%

自分や家族の収

入減少

 「在宅勤務を利用したり、転職したりして、郊外や地方に居住したい」への意向

コロナ禍におけるワークスタイルの変化

在宅勤務

コロナ禍における家計への不安

勤務先の業績悪

化による雇用の

不安定化や収入

減少


